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変化する社会（トランスフォーム）

現在、様々な境界が消えていく、
ボーダレスの時代に入った
• 少子高齢化⇒年代の壁が消える

• 情報化⇒地域の壁が消える

• 国際化⇒国境が消える

• 民営化⇒官民の境が消える

• 男女共同参画化⇒男女の壁が消える
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こうした社会は、何をもたらすのか

• 少子高齢化は、社会の孤立化を招いていく。
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家族構成の変化
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１世帯の人員

● 人口が減少する一方で、世帯数は増加

● ひとり親世帯は４７５万世帯となり、この２５年で１．７倍増
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5出典：内閣府「平成29年版高齢社会白書」

● 65歳以上の女性の5人に1人が一人暮らし（H27)

実績値 推計値（千人） （%）

男

女

女

男

１人暮らしの人数

１人暮らしの者が高齢者
人口に占める割合



出典：厚生労働省 高齢者の認知症実態調査（平成25年6月発表）
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●日本の認知症患者数は推計462万人。高齢者の15％が認知症に。

●年齢とともに急速に増加し、80歳を超えると5歳毎に有病率は倍増。

高齢者の認知症有病率
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認知症高齢者数の将来推計

・ 2025年の全国の認知症高齢者数は1.5倍、700万人。

京都で１６人に一人は認知症！

2012年 2025年 増加率

認知症高齢者数（全国） 462万人 700万人
1.5倍

京都府にあてはめた場合 約9.7万人 約15万人

資料：厚生労働省研究班による推計。
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出典：厚生労働省：人口動態統計から作成
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※孤立死、孤独死に法的定義がなく統計値がないため、「立会人のいない死亡者数」で代用
(「立会人のいない死亡」：死亡時に立会人がおらず 、死因が特定できないケースを指し、

孤立死であっても死亡原因が特定された場合は、当該数値から除かれる)

全国
H7を100とした
場合の推移

京都府
立会なし死亡者数

立会なし死亡推移

死亡者全体

● 平成７年から平成２７年で、孤立死は７．５倍に（死者数全体は１．４倍）【全国】
● 京都でも孤立死は増加傾向（平成７年→平成２７年 ： ５．５倍）



平成２５年住宅・⼟地統計調査
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関西
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小豆島
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消費生活相談の状況

○全国の消費生活相談の状況

・前年と比べ約10万
件増（101.8万件）

・架空請求に関する
相談が25.8万件とな
り、この10年で最多

「出展：令和元年版 消費者白書（消費者庁）」
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相談内容の特徴

● 高齢者の相談のうち詐欺的な手口に関する相談は、250件と増加
している。（前年度比117.4% ㉙213件）

高齢者相談件数に占める割合は16.2%と昨年度より1.6%増加した。

○高齢者の消費者被害

● 平成30年度の京都府（市町村除く）の 消費生活相談窓口で受け付け
た相談 4,768件の内、高齢者(65歳以上）からの相談は1,545件（37.4％
（無回答を除く））で、前年度より増加（前年度比106.1% ㉙1,456件）
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○高齢者への架空請求等対策

● 架空請求対策や詐欺的手口には警察、消費生活センター、福祉部局
等の連携や地域における見守りが必要

「出展：令和元年版 消費者白書（消費者庁）」
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繋がる社会（コネクト）

• ソーシャルキャピタルの低下の一方

• 新しいつながりが生まれていく
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MaaSな社会の登場

• 所有からServiceへ 「X ａｓ ａ Service」

• 独占、寡占（ＧＡＦＡ）から地域へ

• 新たな自治の可能性
• しかし危険も
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トヨタ⾃動⾞とソフトバンクは2018年10⽉4⽇（⽊）、新しいモビリティサービスの
構築に向けて戦略的提携に合意し、新会社「MONET Technologies（モネテクノロ
ジーズ）」（MONET）を設⽴して、2018年度内を⽬処に共同事業を開始することを発
表

- - 18
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1.既存交通の⾼度化 2.新たな
ライフスタイルの創出 3.社会全体の最適化

MONETプラットフォーム

⾞両・路線・ダイヤを需要
に

応じて柔軟に変更

新規需要を創出
路線バスなど

既存モビリティの
⾼度化・効率化

嗜好分析によるレコメンド、
⽬的地＋移動⼿段セット提供

需要平準化・分散化、
遊休資産/余剰資源の活⽤

あらゆる需給の
最適化

モビリティ間の連携

マルチモーダル マルチサービス スマートシティ

サービス間の連携 インフラ間の連携モビリティ間の連携 サービス間の連携 インフラ間の連携



すでに岡山県では
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• こうしたつながりの中にも、

消費者問題は潜んでいる
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○若年者の消費者被害

● 15歳から29歳までの
若者の消費生活相談では、
「インターネット関連」、
「賃貸アパート」､ 20代男性
からは「フリーローン・サラ
金」女性ではエステ や健康
食品等広い意味での美容
にかかわる相談が多くみら
れる

「出展：令和元年版
消費者白書（消費者庁）」
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○成年年齢引下げへの対応

● 「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」（４省庁関係
局長連絡会議）を推進

● 高等学校等における消費者教育の推進
・学習指導要領の徹底
・消費者教育教材の開発、手法の高度化
・実務経験者の学校教育現場での活用
・教員の養成・研修

着実な実施が必要

法務省ホームページから
23



• 自治体の未来は問題だらけ
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高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃（２０４２年に３，９３５万人）をターゲットに、

①住民生活に不可欠な行政サービスがどのような課題を抱えていくことになるのか、
②その上で、住み働き、新たな価値を生み出す場である、都市をはじめとする自治体の多様性をどのように高めていくのか、

③①、②のために、どのような行政経営改革、圏域マネジメントを行う必要があるのか、、
検討を進める必要がある。

自治体戦略２０４０構想研究会について

２０４０年頃をターゲットに人口構造の変化に対応した自治体行政のあり方の検討が必要

 我が国の人口は、２００８年（１.２８億人）をピークに減少。大都市部を中心に高齢化が急ピッチで進行。
２０４０年頃には総人口は毎年１００万人近く減少。

→ 自治体の税収や行政需要に極めて大きな影響を与える。

 医療、福祉、インフラ、空間管理など、住民サービスの多くは地方自治体が支えている。
地方自治体が持続可能な形で住民サービスを提供し続けることが、「住民の暮らし」や「地域経済」を守るために不可欠。

さらには、我が国が国際社会において「名誉ある地位」を占め続けるためにも必要。

日本の変化（2015→2040）

 人口はアジア、アフ リカを中心に18億人増加
世界の人口：74億人→92億人（うちアジア7億人、アフリカ9億人）

アジアの人口：印+3億、パキスタン+0.9億、インドネシア+0.5億、中+0.2億

 人口は都市部へ集中。都市の時代に
世界の都市人口：40億→57億、印＋2.8億、中＋2.6億、インドネシア＋0.7億

 東アジア諸国を中心に高齢化が進展
合計特殊出生率(2015)：日1.45、タイ1.4、韓1.24、台湾1.18

 世界経済の中心は欧米から アジアへ
GDPシェア（2010→2030）：米24→20、欧17→12、中16→24、印6→10、日7→4

世界の変化（2015→2040）

 人口は0.16億人減少し、1.11億人に

 団塊ジュニア世代が高齢者となり、高齢者人口がピーク
65歳以上人口 ： 3,387万人 → 3,921万人 （+534万人（+16％））
75歳以上人口 : 1,632万人 → 2,239万人 （+607万人（+37％））

 三大都市圏で特に高齢化が急速に進行。
東京都も2025年をピークに人口減少に転じる。
65 歳 以 上 人 口 ： 東 京 都 307 万 人 → 400 万 人 （ +93 万 人 (+30 ％ ) ）

大 阪 府 232 万 人 → 265 万 人 （ +33 万 人 （ +14 ％ ） ）
愛知県 178万人 → 224万人（+46万人（+26％））

 生産年齢人口減少により労働力確保が課題
生産年齢人口：7,728万人→ 5,978万人（▲1,750万人）

持続可能で多様な自治体による行政の展開が、我が国のレジリエンス（強靱性）向上に
につながる。
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Ⅰ 我が国の人口の動向・人口段階別市区町村の変動（2015→2040）

高齢者人口がピークを迎える2040年頃までの個別分野と自治体行政の課題について俯瞰し、2040年頃 に
かけて迫り来る我が国の内政上の危機とその対応を以下の３つの柱で整理。

１ 若者を吸収しながら老いていく東京圏と支え手を失う地方圏
２ 標準的な人生設計の消滅による雇用・教育の機能不全
３ スポンジ化する都市と朽ち果てるインフラ

Ⅱ 2040年頃にかけて迫り来る我が国の内政上の危機とその対応 第一次報告

新たな自治体と関係府省の施策（アプリケーション）の機能が最大限発揮できるようにするため、自治体行政（OS）

の書き換えのコンセプトを以下の４つの柱で議論。

１ スマート自治体への転換 ２ 公共私によるくらしの維持
３ 圏域マネジメントと二層制の柔軟化 ４ 東京圏のプラットフォーム

個 別 行 政 分 野 の 課 題

・子育て・教育
・空間管理・防災

・医療・介護
・労働力

・インフラ・公共交通
・産業・テクノロジー

Ⅲ 新たな自治体行政の基本的考え方 第二次報告
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○消費者庁交付金の状況

27

地方消費者行政の充実のための呼び水として設けられた国の交付金が、地方交付税措置

、 、 、の拡大等を受けて 平成29年度を境に一般財源化に向けて 平成30年度予算から減額開始

段階的削減を経て、近い将来廃止予定

【消費者庁交付金制度推移】

～ 平成29年度 平成30年度 ～ 令和2年度 ～

地方消費者行政強化交付金

（推進事業：10/10補助）

消費生活相談体制の整備等地方消費者行政推進

交付金(10/10補助）

消費生活相談体制の整備等 一定水準未満であれば地方消費者行政強化交付金

（強化事業：1/2補助） （1/3補助）

重要消費者政策に対応する地方消費者

行政の充実・強化

（単位：億円）【消費者庁交付金の予算推移】

平成29年度 平成30年度 平成31年度

当初予算概算要求 ３０ ４０ ４０

当初予算額 ３０ ２４ ２２

(28年度補正) (29年度補正) (30年度補正)補正予算額 ２０ １２ １１ ５.
５０ ３６ ３３.５計 2

（ ）（ ）うち 先駆的 ５ うち 先駆的 １※1 ※1

先駆的プログラム（臨時）※1



１．消費者被害の未然防止
(1)ネット取引被害の防止

ＳＮＳ等を活用した情報発信、インターネット取引をテーマにした出前講座 等
(2)高齢者等の消費者被害の防止

特殊詐欺・悪質商法被害の撲滅を図る啓発イベント、見守り人材育 成事業、
二次被害防止架電 等

２．消費者被害の迅速な問題解決と拡大防止
市町村消費生活センター等への支援充実による相談機能強化、及び 特商法、
景品表示法等に基づく指導による事業者指導の徹底 等

３．消費者教育の推進
(1)消費者教育の担い手養成・支援

若者世代に消費者教育を普及する大学生の消費者リーダーの養成、成人前
消費者被害防止に向けた若年者自身による機運醸成イベント 開催 等
(2)消費行動を通じて社会貢献をする消費者の育成

京都エシカル消費推進ネットワークを主体としたエシカル消費の紹介、普及 等
（例 平成31年3月9日 エシカル･ラボin京都を開催）

○ 成年年齢引下げによる若年者被害の増加、特殊詐欺をはじめとする
高齢者被害の高止まり、ネット社会の急激な進展や取引形態の変化に
よるトラブル割合の高止まりなど、消費者を取り巻く社会状況に応じた
京都府の取組状況
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「均質性」、「個より組織」、「横並び意識」
など、単一性が強い社会

絆（ソーシャルキャピタル）の強い社会

しかし現在は、その基本的な構造が変化
「多様性」の時代に、新しい「共生」を作り上
げる時代へ

包摂、包含社会（インクルーシブ）



人口減少・少子高齢化は孤立社会
を招き、ソーシャル・キャピタルが
低下＝地域の活力・安全の低下

公務員だけで消費者行政支えら
れるのか

地域包括ケアに見る地域社会の
未来型
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京都式地域包括システムの推進

医 療 介 護 福 祉

現 状 は ・・・

31
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京都式地域包括システムの推進

高齢者が住み慣れた地域で「医療・介護・福祉のサービスを組み合わせる」
ことで24時間、365日安心して暮らしていける社会

訪問看護
ステーション

地域包括支援センター

自 宅

かかりつけ医

連携

ボランティア

デイサービス

日常生活圏

地域包括ケア実現に向けて

32
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京都地域包括ケア推進機構の構成

京都地域包括ケア推進機構

・京都府知事 西脇隆俊

・京都市長 門川 大作

・社会福祉法人 京都府社会福祉協議会会長 位高 光司

・一般社団法人 京都府医師会会長 森 洋一

代表幹事

理 事 会

構 成 団 体 構成団体:39団体

理事長:1名 京都府特別参与 井端泰彦
理事:1３名

代表幹事:4名

事 務 局

・京都府立医科大学・一般社団法人 京都府医師会・公益社団法人 京都府栄養士会・公益社団法人 京都府介護支援専門員会

・一般社団法人京都府介護福祉士会・公益社団法人 京都府看護協会・京都大学・京都府行政書士会

・一般社団法人京都府言語聴覚士会・京都府後期高齢者医療広域連合・京都府国民健康保険団体連合会・京都府作業療法士会

・一般社団法人京都府歯科医師会・公益社団法人 京都府歯科衛生士会・京都府市長会・京都司法書士会

・社会福祉法人京都府社会福祉協議会・社会福祉法人 京都市社会福祉協議会・一般社団法人 京都社会福祉士会

・一般社団法人京都私立病院協会・一般社団法人 京都精神病院協会・京都府地域包括･在宅介護支援センター協議会

・京都市地域包括支援センター・在宅介護支援センター連絡協議会・京都府町村会・一般社団法人京都府病院協会

・京都府立大学・京都弁護士会・一般社団法人 京都府訪問看護ステーション協議会・京都府民生児童委員協議会

・京都市民生児童委員連盟・一般社団法人京都府薬剤師会・一般社団法人 京都府理学療法士会・京都慢性期医療協会

・京都府リハビリテーション連絡協議会・一般社団法人 京都府老人福祉施設協議会

・一般社団法人京都市老人福祉施設協議会・一般社団法人 京都府介護老人保健施設協会

・京都府・京都市

平成２３年６月スタート
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京
都
地
域
包
括
ケ
ア
推
進
機
構

【②認知症総合対策推進プロジェクト】

【①在宅療養あんしんプロジェクト】

【⑥介護予防プログラム構築プロジェクト】

【⑦地域で支える生活支援プロジェクト】

【⑤北部地域医療・介護連携プロジェクト】

● 京都式オレンジプランの推進
・認知症の早期発見・早期対応の推進
・初期認知症の方や家族への支援
・若年性認知症支援の推進

● 地域リハビリテーションの推進
・リハビリテーション医等の養成
・先端的リハビリ治療の研究･普及促進

【③地域におけるリハビリ支援プロジェクト】

【④看取り対策プロジェクト】

● 府立医大附属北部医療センターの設置に伴う地域医療展開との協働

● 亀岡市、府立医大との連携した全国最大規模の介護予防の検証事業

● 企業が高齢者を見守る「京都高齢者あんしんサポート企業」の展開

● 在宅療養あんしん病院登録システムの普及

●看取り対策の推進
・京都ビジョン・京都アクションの策定
・看取り支援施設ガイドブックの策定・普及
・看取り文化の醸成

京都式地域包括ケアの７つのプロジェクト
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府内８か所

認知症初期から支援する初期集中支援チームや初期対応型カフェの設置

認知症の専門医や相談員を配置し、認知症疾患における鑑別診断・相談体
制や地域の医療ネットワークにより途切れないケア体制を構築

2次医療圏域に
１箇所以上

２次医療圏域毎に認知症キャラバンメイト、サポーター等による啓発部隊を創
設し、きめ細やかな啓発活動を展開（235名・7チーム）

・認知症初期対応カフェの設置 （ ㉕ 15市町村 → ㉘ 全市町村）

１ 認知症疾患医療センターの設置

２ 京都式オレンジプランの推進

３ 認知症啓発の強化

・京都府認知症コールセンター ・きょうと認知症あんしんナビの充実
・京都高齢者あんしんサポート企業の養成

４ 多様な相談窓口の設置や見守り人材の養成

・初期集中支援チームの設置を促進（ ㉕ 4市町村 → ㉘ 9市町村）

「オレンジロード
つなげ隊」を創設

５ 京都認知症総合センターの整備

認知症総合対策推進プロジェクト
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全国キャラバン・メイト連絡協議会

京都府内 ＜Ｈ２９．６．３０時点 ＞

①認知症サポーター数 215,106人
②キャラバンメイト数 4,829人

全国

認知症サポーター１００万人達成 ＜Ｈ２１．５．３１時点＞

認知症サポーター ８５２万人達成 ＜Ｈ２９．６．３０時点 ＞

※認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン） H29までに800万人養成

認知症サポーターの養成
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京都認知症総合センター
平成３０年春竣工予定

認知症になっても、初期から看取り期まで、病状の進行に応じた適切な医療・介護・福祉
サービスを、馴染みの場所で馴染みのスタッフから受けることができる総合施設と地域
づくりを合わせて推進し、認知症になっても、地域ぐるみで認知症の人を支える京都創発
ケアモデルを目指す。

事業主体：社会福祉法人

Ⅰ～Ⅳの多様な機能をコラボレーションさせ、セットで整備

37

◇本人と家族に寄り添う
初期支援

①認知症相談

②常設の認知症カフェ

③生きがいと社会参加
の場

◇在宅生活を支える通所・
訪問サービス

①認知症デイサービス

②短期入所

③訪問介護

◇手厚くサポートする
入所施設

①認知症対応型
グループホーム

②特別養護老人ホーム

（症状診断・ケア助言・服薬指示） （医療ケア・看取り）

◇認知症に対応する
医療

①外来

②訪問診療

③訪問看護

Ⅰ医療支援機能 Ⅱ初期支援機能 Ⅲ在宅支援機能 Ⅳ施設機能

（ＭＣＩ・初 期） （軽 度） （中・重度期） （看取り期）



京都版CCRC 高齢者共生型まちづくり
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住まいから就労、病院、観光、地域コミュニティまで多様な施設が一所に存在する、
多世代の交流の基盤となるまちづくり→若者をどう組み込むのか

介護施設・事業所病院

就労

医療・介護での就労

地域における日常的な交流
（高齢者見守り、子育て支援）

医療・介護サービスの提供

介護予防・健康増進

就農、就労支援

地域の交流・コミュニティー拠点。生活相談、
移住定住相談、高齢者見守り・子育て支援、
観光案内、防犯・防災・地域催事等の生活
情報発信、地元産品の直売など

全ての住民がそれぞれ役割を持ち、相互に交流し支えあえるまちづくり

趣味・生きがい

自然体験、里山トレッキング、社寺参拝、観光ボランティア

多世代交流拠点施設

地域包括ケア
医療連携、地産地消

観光

地域コミュニティ活性化

安心・安全

患者や要介護者も農作業にチャレンジ

住まい

古民家や空き家の活用など



社会と行政の変化の流れ

• トランスフォーム

• コネクト

• インクルーシブ
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• 地域が変身する

• 地域が結びつく

• 全てが包含されていく

• 消費者行政も包含されていくべき
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これからはインクルーシブな行政へこれからはインクルーシブな行政へ

条例
立案過程

住民の
権利保護

全てが繋がった行政へ

新しい公共
(関係機関との協働)

医療・介護・福祉（地域包括ケア）

自殺対策

少子化対策 災害対策

消費者保護

空家対策
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• 専門家を協働の主役に

• 弁護士に見る新しい協働の姿

42



弁護士との協働施策弁護士との協働施策

事業名称 連携の概要

京都地域包括ケア推進機構
高齢者が抱える法的問題の解決に
向けての協力・支援等

消費者あんしんチーム事業
消費生活相談の困難案件について、
早期解決を図るために、関係者が
チームを編成し対応

未収債権の適正管理
悪質滞納者等に対する法的措置と
低所得者に配慮した柔軟な対応

自殺ストップセンター
いのちのサポートチーム

自殺に繫がる様々な背景がある相
談に、法的側面からサポート

児童虐待防止ネットワーク
会議

問題事例の法的手続に関する助言
及び代理人としての活動
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弁護士との協働施策（消費者あんしんチーム事業）弁護士との協働施策（消費者あんしんチーム事業）

府

民

相 談

相 談

【府】
○相談あっせん

（広域・専門）
○あんしん

チーム事務局

【市町村】
○相談・

あっせん
【弁護士相談】（助言弁護士）

・Web会議システムを使用した
相談（年105回）
○困難案件への法的助言
○あっせん会議への移行指示

事業者との
あっせん交渉

あっせん
不調

あ
っ
せ
ん
会
議

相
談
受
付
か
ら
３
か
月
以
内
の
解
決
を
目
指
す

弁護士が当事
者双方の歩み
寄りを促し、
最終的に弁護
士３名による
合議により、
あっせん案を
提示する。

【京都府消費生活審議会】
あっせん交渉が不調となっている背景に、法律関係の争いがある場合で、明

確な法的判断を示すことにより問題の解決が図れるものや規範性の高い案件
は、京都府消費生活審議会に付託して､あっせん又は調停による解決を図る。

ホットライン
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集団訴訟（H23）の支援（消費者あんしんチーム）集団訴訟（H23）の支援（消費者あんしんチーム）

未公開株
被害多発

・相談､あっせん
・情報収集､分析

・被害者の掘り起こし
・事業者指導

集団訴訟を支援

チーム対応により、
スピーディな問題解決

京都から悪質
業者を追放

消費者あんしんチーム（弁
護士、府職員等）を設置

・悪質業者に「警告」
・「特別相談会」を実施

・弁護団を結成（５人）
・府も必要な支援を実施

ポイント１

ポイント２

ポイント３
全国初
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• 地域の中に包摂的な組織ができあがってくる

• これをどう使うかが、真の消費者を守る体制の
構築に繋がる
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暮らしを支える地域運営組織に関する調査研究事業報告書』平成28年3月（総務省）より

～新たなコミュニティの形態～

共助としての地域運営組織によるサービス提供

7147



共助としての地域運営組織によるサービス提供
○住民が自ら地域課題の解決に向けた取組を継続的に実践する組織が、高齢者交流サービス、声かけ・見守

り等高齢者の暮らしを支える活動や、子育て支援などに取り組む例が多い。
○地域運営組織（＝総務省地域振興室による調査の定義に当てはまるもの）は、近年は、毎年300団体以上設立されており、合計

の組織数は4,787団体（711市区町村）となっている。

地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成
され、地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織。

具体的には、従来の自治・相互扶助活動から一歩踏み出し、次のような
活動を行っている組織。

総合的なもの 市町村役場の窓口代行、公的施設の維持管理（指定管理な ど
）

生活支援関係 コミュニティバスの運行、送迎サービス、雪かき・雪下ろし、家
事支援（清掃、庭の手入れなど）、弁当配達・給配食サービス、
買い物支援（配達・地域商店運営、移動販売など）

高齢者福祉関係 声かけ・見守り、高齢者交流サービス
子育支援関係 保育サービス、一時預かり

地域産業関係 体験交流事業、名産品・特産品の加工・販売（直売所の設置・
運営など）

財産管理関係 空き家や里山の維持・管理など

※以下のように一般の経済活動の一環として行われているものは調査の対象外。
・ 民間事業者による交通事業
・ 生活協同組合、農業協同組合等による店舗運営、配達・移動販売等
・ 主として介護保険の適用を受ける事業を行っている事業者による介護事業等
・ 学校法人、医療法人、社会福祉法人等による事業（学校・保育所、病院、介

護 施設等）やそれに付帯する送迎等

地域運営組織の定義（総務省地域振興室による調査の定義） 地域運営組織の設立時期等

出典）内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域の課題解決のための地域運営組織に関する有識者会議 最終報告」（2016年12月） 72
48



「共」に近づく「私」によるニーズ充足の現状と方向性

○ 事業者のサービスを住民が購入するという関係性ではなく、助け合いに近い形でニーズを充足する例が増加。
① 北海道天塩町では、病院所在市までのマイカー相乗りのマッチング事業を企業と提携して実証実験。
② 秋田県湯沢市、奈良県生駒市や長野県川上村では、子どもの送迎など育児の共助を企業と連携して実施。
③ 複数のシルバー人材センターでは、30分～1時間程度の作業をメニュー化し、ワンコイン（500円）で提供。

○
○

ICT利用の普及によりマッチングが容易になり、シェアリングエコノミーの活用（①、②）は今後も増加する可能性。
シェアリングエコノミーではニーズに応じたサービス提供者がいる場合にニーズが満たされる仕組みであるが、

住民生活の維持に不可欠なニーズを持続的、かつ、安定的に充足するためには、③のように、より組織的な仲
介機能が必要になるのではないか。

・国の補助金等による路線の増設・存続は
持続可能性がないという認識
・かかる認識のもと、天塩～稚内間を定常
的に移動する自動車のスペース（空席）を

「相乗り」できないかとの着想にいたる。
↓

・同乗者が移動に要した費用（ガソリン代・
高速道路代）を負担する相乗りマッチング
サービスを導入

秋田県湯沢市、奈良県生駒市
・顔見知り同士が子どもの送迎や託児を共
助するネットの仕組み「子育てシェア」を運営
する株式会社AsMamaと「子育て支援の連携
協力に関する協定」を締結

北海道天塩町

（提携：株式会社notteco）

長野県川上村
・子育て中の女性の家事・育児の一部を子
育て期間を終えた地域住民等が分担する地
域内相互扶助CtoCプラットフォームの実証
実験を実施。【利用料：500円～1,000円／時間】

シルバー人材センターによる
ワンコインサービス

（蒲郡市シルバー人材センター作成リーフレット7） 5
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地域貢献応援制度（兵庫県神⼾市）

「地域貢献応援制度」導入の経緯 「地域貢献応援制度」の許可要件

⾏政と⺠間の交流

出典：第32次地⽅制度調査会第10回専⾨⼩委員会資料３（参考資料）を⼀部加
⼯
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おてったいさん制度（奈良県川上村）

事業内容

 ⾏政と住⺠のパイプ役として、全26⼤字（集落）それぞれに２名ずつ、

地域に出向く役場職員として「おてったいさん」を配置。

•役場への申請や届け出を、「おてったいさん」に。

•伝統行事や清掃作業のお手伝いを、「おてったいさん」と。

 「おてったいさん」の効用・効果

 職員の仕事場は村内一円（すべてがフィールド）

 「地域に出向く」「住民に寄り添う」行政

 地域と人の魅力の掘り起こし

 連携を密にした結果の住民に与える大きな安心感

※おてったいさん制度（協働の意識の醸成・役場職員による集落⽀援員）

⾏政と⺠間の交流

出典：第32次地⽅制度調査会第３回専⾨⼩委員会資料２−２（奈良県川上村提出資料）を⼀部加⼯ 7851



まちづくりセンター／地域担当職員（熊本県熊本市）

地
域
担
当
職
員

３
つ
の
役
割

その１ 相談窓⼝機能
・地域に関する様々な要望・相談等の総合窓⼝

その２ 地域情報収集・⾏政情報発信機能
・先進事例や補助⾦等、役⽴つ⾏政情報を紹介
・地域情報の集約、現状・課題の整理
その３ 地域コミュニティ活動の⽀援機能
・地域課題の解決に向けた取り組みの⽀援
・⾏事、イベント活動への協⼒・⽀援

◆営業マン（地域に積極的に出ていく最前線の職員）
◆地域の⼈たちと信頼関係をつくり、頼りにされる存在
◆地域の⼈たちと楽しみながら、地域活動をサポート
◆若い職員が⽬指すべき存在

〜まちづくりセンターとは〜 〜めざす地域担当職員像〜
将来の更なる少⼦⾼齢化、⼈⼝減少社会の到来

⇒ 後継者不⾜など地域におけるまちづくりの担い⼿が不⾜
⇒ 地域における⼈と⼈とのつながりが希薄化
地域コミュニティの機能（地域⼒）が低下し、地域課題が

未解決なまま放置される懸念

出張所等を再編し、1 7箇所の「まちづくりセンター」を設置
⼩学校区担当制の地域⽀援専任の地域担当職員を49名配置

地域が自ら財源確保を
行ったクラウドファン

地域による公共資産利活用

賑わいをみせた河川敷の
「マルシェ」で地域コ

ディング ミュニティが活性化

地域の魅力を発信

子ども達による地域（お
店）の取材やプレゼンを通
した多世代交流

ごみ屋敷の清掃

懸案であったゴミ屋敷を150
名 のボランティアで清掃

要望・相談受付件数 2,865件（うち2,513件は対応済）
活動件数 30,529件（⾏事参加、書類配布など）

※Ｈ29.4-Ｈ30.12の実績〜活動状況〜
（⼀部事例を抜粋）

持続可能な地域活動支援

⾏政と⺠間の交流

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２−２（参考資料）を⼀部加⼯ 7952



釜援隊（岩⼿県釜⽯市）
○ 復興の現場では、弱体化した地域の「私」「共」を補完する必要があるが、⾏政は平等原則や縦割り組織のため主導が困難。
○岩⼿県釜⽯市では、地域コーディネーター(釜援隊)が半官半⺠の⽴場で、市⺠、⾏政、協働先(⾏政・NPO・⼤学・地域団体)  

の間で調整を進めている。
○コミュニティ再⽣や⽣活再建のために「祭」や「移動」が重要。釜援隊は、地域事業者の裏⽅役となったり、⼤⼿企業との調整や移

動サービスの運⽤を担ってきた。
○釜援隊の柔軟な役割を、市役所内・議会・住⺠・市外(県や復興庁)に対して説明責任を果たしてきた市役所担当部署(オープ ン

シティ推進室)が存在してきたことが⼤きい。地域おこし協⼒隊等が地域CDRとして活きるためには、「担当部署」「担当者」「⾸ ⻑・
議会の理解」が必須である。

出典：第32次地⽅制度調査会第11回専⾨⼩委員会 資料１（⼀般社団法⼈ＲＣＦ代表理事 藤沢烈⽒提出資料）を⼀部加⼯

災害時における公共私のあり⽅
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京都府の半公半Ｘの新たな働き方
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特定の地域課題に対し、地域に居住するなどして長期的に、多様
な主体と協働しながら、解決策の創出と推進をマネジメントする半
公半Ｘの人材（地方公務員法上の非常勤嘱託職員）

まちの公共員

【具体例】 八幡市男山地域において、団地のコミュニティ再生を核とした地
域の未来を考えるためのワークショップを開催し、課題抽出を行うとともに、
その解決に向けた具体的な活動を地域住民とともに展開

里の公共員

【具体例】 南丹市美山町において、廃校となった小学校を活用した音楽
フェスティバルの開催や、地域の若者と協働し、地元食材を使った「ムラ
ガーレ食堂」の開設などを展開

現在３名配置：八幡市、亀岡市、福知山市

現在１０名配置：京丹後市2、南丹市4、京丹波町、福知山市、舞鶴市、綾部市

コミュニティ・コンビニ公共員 現在３名配置：福知山市、木津川市、南山城村

【具体例】 南山城村において、道の駅の運営会社と連携し、「村民百貨店」
開設に向けた取組や運営改善、「御用聞き」サービスの実証実験にも参画



「⼩さな拠点」（徳島県美⾺市） 暮らしを⽀える⽣活機能の拠点づくり

出典：第32次地⽅制度調査会第13回専⾨⼩委員会資料２−２（参考資料）を⼀部加
⼯

8255



【京都の取組例】コミュニティ・コンビニ事業〜京都版⼩さな拠点〜

支
所

支所

役所機能

空きスペース

買い物

郵便局

ＡＴＭ

集落
集落

集落

◆拠点地域における諸機能がバラバラ
に点在しており、生活への負担が大

◆生活に必要な機能が不足
課題

全体イメージ図 拠点の概要

○「総合型」
⇒４拠点で、小さな拠点の京都
モデルづくりを目指し、機能の
ワンストップ化に必要な拠点
の整備に要する経費を支援

○「活力再生型」

拠点改修経費
補助率1/2 上限20,000千円

○拠点を中心とした周辺地域の新
交通システムの確立や、金融機
関・コンビニ等の民間企業の参画
を支援
⇒市町村から参画企業へ補助

(地域と企業の協定等が必須）

ハード・ソフト経費
補助率1/3 上限10,000千円

市町村への支援 民間への支援

【人の配置】
○拠点において地域と企業が連携して行う持続可能なサービス（買い物サー
ビスや地域 交通サービス等）の構築と運営

非常勤府職員（公共員）を配置（月額11万円）

【運営支援】
○拠点運営プランの策定を支援

整備支援 民間の参画

公共的サ
ービス機能

高齢者支援

子育て支援等

金融・郵便
機能

買い
物

機能

交通・物流
機能

取組後 生活に必要な機
能 を一拠点
で

買い物

支所

郵便

役所機能

銀行

デマンドタクシー
＋配達

（交通・物流）

効果
◆拠点を中心とした周辺地域の新交通

シ ステムと拠点へのワンストップサー
ビス で利便性が向上

人への支援

運営サポート
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共生の主役は誰
• 治安＝警察だけで守れるの

• 介護・福祉＝施設だけで維持できるの

• 医療＝病院で全て治るの

• 教育＝学校だけで出来るの

• 水道＝地方公共団体だけで運営できるの

• 消費者問題＝行政と専門家だけで面倒見れるの

• 資源を有効に使い、効果的に仕事するための仕
組みは何か
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共生社会

• 単一、集約⇒多種多様、クラウド

• 地方分権＝補完性の理論、役割分担と責任の明確化＝
団体自治

↓
• 地方自治＝住民自治＝許認可からServiceへ＝官民の

融合＝住民主権

• 団体自治は一つの役割を終え、新しい融合型、Service
型のGovernanceの組織へ⇒ Governance ａｓ ａ
Service

• 消費者行政を住民へのサービスとして、あらゆる局面に
埋め込むことが重要

58



• 国、都道府県、市町村はServiceの観点から融合、再構築が進む

• 公共団体と民間の関係もServiceの観点から融合、再構築が進む

• その先に新しい消費者行政の未来を考えるべき
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